
★ 補助金申請書類作成の手順 
 

① 軽費老人ホーム入居者内訳に、部屋番号順に入退去見込または入退去実績を入力する。 

 
 

② ①をエクセルの並べ替え機能を使用し、費用階層順に並べ替え、階層ごとに集計する。 

 
 

③ ②で集計した数字を「補助金別表様式（２）階層別・月別利用人員内訳」に転記する。

 

特定施設入居者生活介護の指定を受

けている施設は、各欄にその利用者

対象者数のうち一般入居者数を（ ）

書きにより再掲してください。 

（２０） 

５０ 

 

入居者全員５０名、そのうち一般入居者

が２０名の場合 

 
 



④ ③の階層別の年間人員数を「補助金別表様式（３）の(ｱ)または(ｲ)利用料納付額及びサー

ビスの提供に要する費用基準額内訳」の単価区分別利用人員に転記する。 

 
 

⑤ 当課から例年９月頃に送付する「サービスの提供に要する費用 設定状況表」から「補助

金別表様式（３）の(ｳ)単価積算内訳に転記する。 

 
 

⑥  ⑤で入力した単価を「補助金別表様式（３）の(ｱ)または(ｲ)利用料納付額及びサービス

の提供に要する費用基準額内訳」の単価区分欄に転記する。 

 
 



⑦ 「補助金別表様式（３）の(ｱ)または(ｲ)利用料納付額及びサービスの提供に要する費用基

準額内訳」の費用階層ごとに基準額、本人徴収（予定）額を計算し、入力する。 

 
 

 

⑧ 「補助金別表様式別表２ 補助金所要(精算)額内訳書」に予算書または決算書から金額を

転記する。このとき、右欄の「サービスの提供に要する費用対象経費」に記載するのは、

補助金交付要綱第 2条第 2項に該当する経費（※）のみ。 

 
 

※ 補助金交付要綱第２条第２項 

  サービスの提供に要する費用補助金交付対象経費とは、「職員の俸給、職員諸手当、賃 

 金、社会保険料事業主負担金、旅費、庁費、修繕費、委託費、 利用者保健衛生費及び備品 

 購入費等並びに人件費積立金、修繕積立金、備品等購入積立金本部経理区分繰入金」に充 

 当する費用をいう。  

 

備考欄には、本人徴収（予定）額

単価を記載して下さい。 



⑨ ⑦、⑧で計算した金額を、補助金別表様式の別表１及び申請書（様式第１号又は第４号）

又は事業実績報告書（変更）（参考様式）に転記する。 

※実績報告書（様式第６号）は変更交付決定額を記載。 

 

⑩ 当年度 4月 1日現在（年度途中新規開所施設は開所日現在）の職員の状況を「補助金別表

様式（４）職員の配置状況等、（５）職員名簿及び（６）または（７）の１施設当たり職

員平均勤続年数算定表に記載する。(変更交付申請時、事業実績報告（変更）時には（５）

及び（６）または（７）は不要。) 

 
 

  ＊（６）または（７） １施設当たり職員平均勤続年数算定表について 

 ※平均勤続年数に応じて補助金額に加算を行うための重要な資料です。 

   

     ・常勤職員のみ記載してください。ただし、常勤職員以外の者であっても、1日6時間以上、 

      月20日以上勤務している者にあっては、これを常勤職員とみなして算定してかまいません。  

    ・職員の履歴書を確認の上、記載誤りのないようにしてください。 

  

    【特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設の場合】 

    ・混合型の場合には２枚作成（補助金別表様式（７）ア一般入所者分及び（７）イ特定施設 

     入居者生活介護分）して下さい。 

    ・特定分については、共通職員（※）のみを記載して下さい。 

     ※施設長・事務職員・栄養士等の省令（軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準）で 

      求められる職員のみ。介護保険法の基準により必要となる介護職員・看護職員・計画作 

      成担当者等は対象外です。 

    ・一般入所者分については、共通職員と、省令基準により配置が求められている一般入所者 

     のための介護職員（一般入所者 30 人以下＝１名・30人超 80 人以下＝２名）のみを記載し 

     てください。 

 

   【年月数の数え方】 

    ・（b）（c）（d）の欄は月数まで算出します。（例）３年５ヶ月 

    ・（e）欄の算定は６ヶ月以上の場合は１年とし、６ヶ月未満の場合は切り捨てます。 

      （例）３．５年（３年６ヶ月）→４年 

          ３．２５年（３年３ヶ月）→３年 

    ・１ヶ月未満の日数については１ヶ月とします。 

      （例）平成２３年５月５日～平成２４年４月１日現在までの場合 

         →平成２３年５月分も１ヶ月と数えるので「１年０ヶ月」 



    ・当年度４月１日採用者については例外的に０ヶ月としてください。 

   【その他の社会福祉施設における勤続年数について】 

    ・備考欄に施設名と勤続期間（特養○○ 平成６年８月～平成１０年５月）を記入してくだ

さい。 

      ・前歴で対象となる施設・ならない施設は以下を参照して下さい。 

前歴対象となる施設例 前歴対象とならない施設例 

（老人福祉施設） 

    養護老人ホーム 

    盲養護老人ホーム 

    特別養護老人ホーム 

    小規模特別養護老人ホーム 

（身体障害者更生施設） 

    肢体不自由者更生施設 

    重度身体障害者更生援護施設 

    視覚障害者更生施設 

    内部障害者更生施設 

（身体障害者授産施設） 

    身体障害者授産施設 

    重度身体障害者授産施設 

    身体障害者通所授産施設 

（精神薄弱者援護施設） 

    知的障害者更生施設（入所・通所） 

    知的障害者授産施設（入所・通所） 

（児童福祉施設） 

    知的障害児施設 

    国立知的障害児施設 

    知的障害児通園施設 

    難聴幼児通園施設 

    肢体不自由児施設 

    肢体不自由児通園施設 

    重症心身障害児施設 

（保護施設） 

    救護施設 

    更生施設 

    授産施設 

    宿泊提供施設 

（児童福祉施設） 

    授産施設 

    乳児院 

    母子生活支援施設 

    児童養護施設 

    児童自立支援施設 

    保育所 

（社会福祉事業法授産施設） 

    社会事業授産施設 

（婦人保護施設） 

    婦人保護施設 

（措置費支弁対象施設ではないが加算対象となる施設） 

    軽費老人ホーム 

    盲人ホーム 

    点字図書館 

    身体障害者福祉工場 

     デイサービスセンター 

     介護支援センター 

     老人福祉センター 

     老人保健施設 

     幼稚園 

     教護職員養成所 

     グループホーム 

     ホームヘルプサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 予算書または決算書の写しに原本証明を行い提出する。 



！確認しましょう！ 
１．軽費老人ホーム入居者内訳について 

    ・月ごとの人数が定員を超えていませんか。 

     ・同室で二重に計上されていませんか。（２人部屋を除く） 

    ・入退去日と○の動きがあっていますか。 

       ・入居者内訳の中で、階層変更があった場合、7月から変更になっていますか。 

    ・月の初日にいない人をその月にカウントしていませんか。 

 

２．１で計算した階層別月別人数と、補助金別表様式（２）階層別・月別利用人員内訳の 

 人数は一致していますか。 

 

３．補助金別表様式（２）階層別・月別利用人員内訳の人数と、補助金別表様式（３）利 

 用料納付額及びサービスの提供に要する費用基準額内訳ア又はイの単価区分別利用人 

 員数が一致していますか。 

 

４．補助金単価の確認 

    当課から送付した「サービスの提供に要する費用設定状況表」で確認し、 

① 補助金別表様式（ウ）の単価積算内訳に正しい金額が記載されていますか。 

②補助金別表様式（３）利用料納付額及びサービスの提供に要する費用基準額内訳ア又 

 はイのサービスの提供に要する費用基準額単価区分欄に正しい金額が記載されてい 

 ますか。 

 

５．補助金別表様式（３）利用料納付額及びサービスの提供に要する費用基準額内訳ア又 

  はイの単価区分別利用人員数×基準額の金額は正しいですか。 

 

６．本人徴収額は正しいですか 

   ①補助金別表様式（３）利用料納付額及びサービスの提供に要する費用基準額内訳ア 

    又はイのサービスの提供に要する費用徴収額は正しいですか。 

   ②各階層の金額は正しく計算されていますか。 

 

７．補助金所要額(又は精算額)内訳書（補助金別表様式 別表２）の確認 

   予算書または決算書の金額と齟齬がありませんか。 

 

 ８．４～７で確認した金額が、間違いなく補助金別表様式の別表１及び申請書（様式第１ 

  号又は第４号）又は事業実績報告書（変更）（参考様式）に転記されていますか。 

 ※実績報告書（様式第６号）は変更交付決定額が記載されていますか。 

 

９．予算書、決算書の提出及び原本証明がありますか。 

  （変更交付申請時に当初予算額と変更がない場合には予算書の写しの提出は不要） 

 

【その他】 
  ・年度途中で、軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金単価及び、生活費 

  単価が改定される場合があります。その際の詳しい取扱いについては、単価改定が行わ 

  れた際の通知で、ご連絡いたします。 

   

  ・当該補助金は補助金交付要綱第１条において「予算の範囲内において補助金を交付す 

  る」となっています。また、予算は単年度予算ですので、変更交付申請時の金額が交付 

  の上限額となります。従って、変更交付申請の際には、見込み漏れのないよう申請をし 

  て下さい。（超過額は実績再確定後に返納となります） 



  【新規開所施設について】 

   ・各月の利用人員は、原則、各月初日の実利用人員を記入することになっていますが   

   新規開所施設については、事業開始後３か月を経過した日の属する月の分までは、30 

   日又は当該月の実日数で除した人員にすることができます。 

    このときの計算方法ですが、階層毎に合計日数を算出し、その月の日数で除した後、   

   小数点第２位で切上計算をお願いします。 


